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１．審査請求取下げについて 

>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>> 

 新聞等の報道によると、特許庁が期間限定で審査請求取下げを認める制度を運用す

る予定としているようです。 

 これまでは審査請求の取下げは認められておらず、特許庁からの最初の通知又は査

定があるまでに特許出願を放棄又は取下げしたときには、審査請求料の半額返還が認

められる制度があるだけでした（特許法 195 条 1 項 9 号）。 

 今回の制度が運用されれば、審査請求を取下げすることによって審査請求料の全額

が返還されることになりますから、既に不要となった出願や、審査請求したもののも

う少し先に審査を延ばしたい場合には有効かもしれません。 

 しかし、２００６年８月上旬から 1年間の期間限定の制度のようであり、必要な手

続や実際に対象となる出願の範囲は現在のところ不明です。 

 また、今回の取下げが審査請求手続自体の取下げを意味するのか、権利化を諦める

ことを意味するのかについても今のところ情報はありません。 

 詳細が分かりましたら、またご報告させて頂きます。 

 

>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>> 

２．平成１８年改正法の概要 

>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>> 



 

 平成１８年改正法は、意匠法の改正を主体とするものですが、特許法の改正も入っ

ています。そこで、特許法に関する部分から、分っている範囲の改正内容をお届けし

ます。 

 

第１ 分割出願の時期 

１ 分割出願できる時期 

 分割出願ができる時期が「審査終了まで」だったのが、「審査終了後 30 日以内まで」

と追加されます。具体的には、下記の①～⑤は従来どおりですが、⑥と⑦が追加され

ます。 

① 特許出願が特許庁に係属しており、審査官による一次審査の結果が通知される

前は、いつでも 

② 審査における拒絶理由通知に対する意見書提出期間内 

③ 第48条の7の規定による通知（文献公知発明に係る情報の記載についての通知）

に対する意見書提出期間内 

④ 拒絶査定不服審判の請求の日から 30 日以内 

⑤ 拒絶査定不服審判請求後の拒絶理由通知に対する意見書提出期間内 

⑥ 拒絶査定謄本の送達後 30 日以内 

⑦ 特許査定謄本の送達後 30 日以内 

 

 ○拒絶理由通知後、拒絶査定となる場合 

 
 
 

     30 日    
出願 審査請求 最初の拒絶 

理由通知 
最後の拒絶 
理由通知 

拒絶査定 拒絶査定 
不服審判請求 

拒絶理由通知 

④ 
分割可能

⑥ ② ②③ ① ⑤ 

 
 
 ○拒絶理由通知後、特許査定となる場合 
 
 
 ① 

分割可能 
② 

分割可能 
②③ 
分割可能 ⑦  

 
     30 日  

出願 審査請求 最初の拒絶 
理由通知 

最後の拒絶 
理由通知 

特許査定 



 

 前記の⑥，⑦の追加に基づき、審査が終わった後でも、分割出願による別発明の特

許化が可能となります。 

 

２ 補正の制限 

 前記１のように、分割可能な時期は増えましたが、濫用を防止するため、分割出願

の補正は、かなり制限されます。つまり、分割出願の発明が、元の出願の発明と近似

しており、元出願で通知された拒絶理由が解消していない場合（例えば、進歩性否定

の根拠と理由付けが同じ場合）には、拒絶理由通知を受けた後は最後の拒絶理由通知

後と同様の補正の制限が加えられます。 

 このため、出願人は、元の出願の審査において通知された拒絶理由を十分に精査す

る必要があります。 

 ただし、分割出願の発明が元出願の発明とはっきり違っていれば、このような制限

はありません。 

 

 

〈特許出願〉 

クレーム 
 
 
 
明細書 

クレーム 
 
 
 
明細書 

分割出願 

▼ 
出願 

発明Ａ 
発明Ｂ 

発明Ａ＋ａ 

発明Ａ，Ｂ 

補正の制限 
最後の拒絶 
理由通知後 
と同じ   

発明Ａ 

 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※次回以降に順を追って、シフト補正その他の改正項目を解説していく予定です。 

 


